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１．はじめに
　台湾の「社区営造（community building）」の取り組みは、1994 年の行政
院文化建設委員会（＝文建会）による「社区総体営造」政策の提唱に始まり、
すでに 20 数年が経過した。社区 NGO の一つである「中華民国社区営造学会」
は、20 年という節目を祝して、『蓮地生根―台湾社区営造的理論興実践』（唐
山出版社、2014）を刊行している。本書から、この 20 年の台湾の社区営造
の取り組みの到達点を読みとることができる。垂水英司氏は、その方向性を、
「先駆的活動から施策化へ、そして先進事例から一般化へと、我が国との類
似点や相違点を抱えながら、より速足で次の段階を目指そうとしているよう
にみえる」（垂水、2006、p411）と述べている。
　本稿は、20 年の節目を迎えた台湾の社区営造政策の展開―とくに現在の
各県・市の社区営造施策の基になっている「新故郷社区営造計画」ならびに「健
康社区六星計画」を紹介する。その上で、社区営造政策の一つとなっている「社
区規劃師制度」を取り上げ、その現状と政策的意義を述べることを目的とす
る。
２．「社区（総体）営造」政策の展開と現状
　2-1　「社区発展」から「社区営造」へ
　現在台湾で推進されている社区営造政策は、1994 年行政院文化建設委員
会（＝文建会）が「社区総体営造」の名称で、立法院と行政院に正式に施策
方針を提出したことから始まった。「社区総体営造」の理念は、その前年の
1993 年に文建会主委員の申学庸氏が国民党中常会に対して行った「文化発
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展と社会倫理の重（再）建」の報告を基づいている。その政策意図は、「文
化建設の視点から入ることにより、台湾の基盤社区の共同体意識を固めるこ
とを期待するものであった。都市であるか農村であるかに関わらず、生活環
境、美学品味（街並みなどに対する美的視点）、社会秩序或いは産業形態ど
れでも、すべてが台湾の基盤社区に新しいスタイルをもたらすことができる
と期待した内容であった。このときの社区総体営造は、ソフト面とハード面
の強化を含むだけでなく、さらに重要なのは、政策において、過去における
『上から下へ』の施策を変え、「下から上へ」の自発的運営を強調したことで
あった」と、述べている（行政院文化建設委員会、1999=2004、p16 ）。
　すなわち、新たに提唱された「社区総体営造」は、1968 年の「社区
発展工作綱要」の制定以降推進されてきた「社区発展（community　
development）」政策の「トップダウン」型の社区の仕組みを脱し、文化建
設を動力として社区（コミュニティ）住民の共同体意識を喚起し、「下から
上へ」の住民参加の方式を導入し、この方針にもとづいて社区環境を改善し
ようとするものである。「社区総体営造」政策の新しさはこの点にある。「社
区発展工作綱要」は、1983 年に「社区発展綱領」へと改定され、戒厳令解
除後の 1991 年、再改定された。これにより、社区組織は新たに民間団体の
「社区発展協会」として認定され、当該住民の申請によって設立されるよう
になっている。しかし、「これらの社区組織は住民の自主というよりも、民
主化時代国民党政府が基層選挙戦略の一環として、政策的につくられた面が
強いと言わざるを得ない」（簡、2007、p139）と受け止められている。それ
故、文建会は、その名称に拘り、従来の「社区発展」ではなく、「社区総体
営造」を採用したのである。この「下から上へ」の理念に基づいた「社区営造」
政策を推進するための重要な支援策の一つに、「社区規格劃師制度」がある。
本稿において「社区規格劃師制度」を取りあげる理由はここにある。
　2-2　社区総体営造政策の展開と集集大地震
　このように 1994 年文建会により提唱された「社区総体営造」政策は、そ
の後中央政府の各部門及び台北市都市発展局などの行政部門において住民参
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加の推進と社区総体営造の理念・精神を持った政策や計画が相次いで打ち出
されていった。「社区総体営造」政策発表後 4 年ほどの間に、中央政府では、
経済建設委員会の「創造城郷新風貌行動方案」（1997 年 9 月）、経済部の「地
場産業協力・指導計画」（1995 年）、「優良商圏形成計画」（1997 年）、環境保
護署の「生活環境総体改造計画」（1997 年）、内政部社会司の「社会福祉社
区化及福祉優先計画」（1996 年）などが実施されている（行政院文化建設委
員会編、1999 年＝ 2004、P81 ～ 85）。台北市都市発展局は、社区が自ら進
める計画に基づいて支援する「地区環境改造計画」が 1997 年からスタート
している。また、1999 年には、「社区規劃師」制度が導入される。
　2001 年、文建会は「社区文化再造計画実施要点」を提出し、各直轄市、県（市）
政府で「社区総体営造」計画を推進する案が、行政院において正式に採択さ
れた。これにより、中央政府から地方政府に対して一定額の補助予算が与え
られ、さらに公募により各社区団体、または個人の申請案を受け付けること
となった。また、2004 年 2 月 4 日、「社区営造条例」（草案）が行政院で批
准され、社区営造の制度的基盤が整った。この草案は、1. 本条例立法の目的、
2. 社区の定義、3. 主管機関の構成、4. 中央主管機関の権利及び責任、5. 県・
直轄市における主管機構の権利及び責任、6．社区建設の促進計画及び規則、
7. 社区公共業務について本条例に従い、社区住民の自主的な意義の建設、8. 社
区建設内容の分類、9. 範囲の分類、10. 社区建設についての提案、11. 審査の
規則、12. 社区業務について審査を通過した上の方法、13. 主管機構は業務に
ついて定期的に審査、14. 社区建設についてよい成果を出した社区に対して
の表彰などが規定されている。この草案の中で、社区の定義が定められ、「直
轄市、県（市）の行政区内で、特定の公共的議題をもち、一定の手続きでこ
れを住民が確認した共同空間と社会的群集の範囲」となっている（行政院文
化建設委員会、2002）。
　「社区総体営造」政策の提案からその後の展開が進む中、1999 年 9 月 21 日、
集集大地震が発生する。台湾中部の都市部、農村部、山岳部の広い地域に大
きな被害をもたらした。政府は、震災後まもなくの 11 月 9 日、「災後重建計
画工作綱領」を発表した。計画は、公共建設、産業建設、生活建設の 3 部門
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から構成され、これらを横つなぎする形で社区単位での再建計画を策定する
という内容であった。社区が策定した再建計画を基に、文建会をはじめいく
つかの行政機関が補助や支援をするまちづくり制度が制度化された。また、
文建会は被災地に 4 つのまちづくりセンター（社区営造中心）を設置し、合
わせて 60 の社区を選定し、重点的に専門家を派遣し支援するする仕組みも
作られた。その結果、農村部を中心に 100 以上の社区で復興まちづくりが取
り組まれた（陳亮全、2000 ＝ 2004）。
　2-3　『新故郷社区営造計画』、そして『健康社区六星計画』
　2002 年、政府は新たな国家計画として「挑戦 2008―国家発展重点計画」
を発表した。本計画には、10 大重点投資計画として、「E 世代人才培育計画」
「文化創意産業発展計画」「国際創新研発基地計画」「産業高値化計画」「観光
客倍増計画」「数位台湾計画」「営運総部計画」「全島運輸骨幹整建計画」「水
興緑建設計画」「新故郷社区営造計画」が盛り込まれた（蘇麗瓊・田基武、
2004）。これにより、社区営造が、国家発展政策の重点的政策として位置づ
けられたことの意味は大きい。
　さて、『新故郷社区営造計画』は、「図―1」に示されるように、7 つの政策
が主軸となっている。すなわち、（1）台湾社区新世紀推動機制、（2）内発型
地方産業化、（3）社区風貌営造、（4）文化資源創新活用、（5）原住民新部落
運動、（6）新客家運動、（7）健康社区福祉営造、となっている。これらの政
策には、9 つの所管部会（内政部、農委会、文建会、教育部、経済部、原民会、
客委会、環保署、衛生署）と、28 項目にわたる具体的計画により構成され
ている（蘇麗瓊・田基武、2004）。「表―1」は、新故郷社区営造計画項目及び
主管深部課一覧である。
　そして、2005 年には、これを実現する方向性として、『健康社区六星計画』
が策定された。本計画では、①産業発展、②社会福祉医療、③社区治安、④
人文教育、⑤環境景観、⑥環境保護生態の 6 つの方向（目標）が打ち出され、
これを社区営造の目標としている（和田、2014）。
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図―1
（出典）衛生福利部社区発展雑誌社『社区発展　季刊』107期（2004 年 9月）、p9
　また、前掲の『新故郷社区営造計画』の計画年限は、2002 年から 2007 年
までとなっているため、計画年限 2008 年から 2015 年までの『新故郷社区営
造第二期計画』が策定され、この下で社区営造政策は推進されている。この
計画では、行政社造化、社区文化深耕、社区創新実験の三つに方向性づけら
れており、重要な政策は以下のとおりである。（1）社区網路（通信網）社群
普及化、（2）行政機制社造化（3）社区文化深耕を確実にする（社区文化歴
史及び映像記録、社区劇場、社区芸術の推進）、（4）区域資源の整合及び地
方魅力の再現、（5）推展社造創新活力網絡平台計画、（5）社区営造成果の展
示を強化する。
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表―1：
（出典）衛生福利部社区発展雑誌社『社区発展　季刊』107期（2004 年 9月）、p16-17
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３．「社区規劃師制度」の設立の経緯と展開
　3-1　「社区規劃師制度」の設立の経緯
　上述した「社区総体営造」の「下から上へ」の理念に基づき「社区営造」
を実現するためには、個々のコミュニティに実際に入り込み、住民と共にこ
れに従事する専門家が必要になってくる。これが「社区規劃師」である。「社
区規劃師制度」は、中央政府に先だって、1999 年台北市に始まり、全国の県・
市に拡がった制度である。
　台北市都市発展局は、前述のとおり、1995 年から「社区総体営造」支援
政策として、「地区環境改造計画」を推進してきたが、その開始から 4 年後、
住民参加と社区設計制度を着実に進めるために、前掲の内政部営建署の「拡
大国内需求―創造城郷新風貌計画」の補助経費を利用して「社区規劃師制度」
を導入・実施した。翌 2000 年には新竹市も導入した。これを受け、2001 年
内政部営建署は、前掲の計画に中に「社区規劃師制度」を各県市政府の重要
補助項目として組み入れられたことから、地方（県市）政府においての「社
区規劃師制度」が推進されることになった（陳 2010）。
　内政部営建署のまとめによれば、2001 年度に内政部営建署に補助経費申
請を提出した県市政府は、台北市以外に、台北県、新竹市、新竹県、苗栗県、
台中市、嘉儀市、台南市及び連江県の 9 県市にまで拡大した。2002 年度は
この営建署の補助経費申請に加え、宜蘭県、桃園県、澎湖県の 3 つの縣を除
くすべての地方（縣市）政府において一定額の補助経費を特別に設置したこ
とにより、社区規劃師制度は一層の推進をみた、と述べている（内政部営建
署 2009）。
　3-2　社区規劃師制度の展開
　内政部営建署によれば、「社区規劃師制度」を進める目的は、空間専業者
は社区に入り社区と結びつくことであり、また、地域に奉仕する精神をもち、
しかも当該地域の環境を熟知する文化的空間専業者及び団体が、社区を建
設・管理する役割を発揮することを提唱している。そして社区規劃師の業務
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は、社区に対し専門的な「相談」、地区環境の「診断」と専門的な「企画設計」
を提供することであり、その役割は、全面的な「社区営造」参与システムを
形成し、社区生活環境の質を向上させ、都市発展の成長動力に絶えないパワー
を提供する、こととしている。また、社区規劃師制度の推進による成果分析
では、地方（県市）政府の多くは台北市を参考にしてこれに若干の修正を加
え「社区規劃師制度」を実施していることを指摘し、その特徴について以下
のように整理している（内政部営建署、2009）。
　第一は、社区規劃師として選定された対象の多くは、建築、都市計画の専
業者であって、社会・経済・人文等の領域は少ないこと。
　第二は、「栄誉職社区規劃師」「兼職社区規劃師」「社区規劃師助理」「専案
社区規劃師」「青年種 規劃師」「社区建築士」というように、招聘タイプに
多様化の傾向があること。
　第三に、共通する職務の内容は、①住民への専門的相談服務、②社区環境
診断及び環境改造規格設計プランの作成、③検討会議の開催と参加、の 3 つ
に整理している。
　3-3　台北市の展開
　「社区規劃師制度」は、1999 年中央政府に先だって、台北市政府都市発展
局によって導入されたことは既に述べたが、制度の立ち上げ段階で台北市は、
その対象を空間専業者（社区設計、建築設計、景観設計、都市規劃、都市設
計など）に想定しており、更に、社区規劃師を「栄誉職」と「服務職」の 2
種類に設定していた。「栄誉職」は、「地区発展計画」の作成及び「会議」出
席は任意であり、「地区発展計画」を作成した場合の作成費用と会議に出席
した場合の費用は支給される。2000 年度には 13 組織がこのカテゴリーで活
動していたという。一方の「服務職」は、「地区発展計画」の作成及び「会
議」出席は義務とされ、一括して経費が支給される。2000 年度には 29 組織
がこのカテゴリーで活動していたという。したがって、「栄誉職」と「服務
職」ともに有給職であった（長野、2002）。しかし、制度実施から 4 年目以
降、中央政府からの補助経費が削減されたことから、無給職となっている
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（小野他、2005）。また、2001 年度には、社区規劃師という名称を「栄誉職」
と改めている（台北市、2008）。台南市においても、補助経費の削減に伴い、
2003 年度から「栄誉職社区規劃師」の推進へと変わった（陳、2010）。この
ような予算軽減の傾向の中で、前述のように各県市政府は「社区規劃師」の
招聘形態を変化させてきている。
　台北市政府は、「図―2」の台北市政府の社区営造政策の展開にあるように、
2000 年度から「青年社区規劃師培訓計画」を策定し、社区環境改造のため
の「種子」を養成してきた。2009 年度からは、社区大学と青年社区規劃師
養成課程が提携して「都市規劃と社区参与」という環境学講座が開設され、
単位が認定される仕組みが実現した。しかし、「青年社区規劃師培訓計画」
は、2011 年度をもって終了した。12 年間にわたる課程によって養成された
社区営造を担う種子は 1000 人に達し、社区改善のための知識と技能を修得
した人材養成の成果が産み出された。2012 年度からは、社区に長期に滞在し、
社区に協力と補助を提供するために、「儲備社区規劃師培訓計画」がスター
トした。2014 年度実績をみると、養成過程 13 組並びに社区大学との合同が
4 か所であり、成果発表会には 180 人の参加を得たという（台北市都市更新處、
2015）。このように台北市においては社区営造を担う人材養成システムの変
化がみられ、今後も制度改変が予想されることから、その動向を注視してい
くことが必要であろう。
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図―2　台北市社区営造的発展
（出典）台北市社区営造中心『台北市社区営造中心パンフレット』（2014 年）
４．おわりに
　冒頭に述べたとおり、台湾の社区営造の取り組みは、行政院文化建設委員
会の提起から 20 年を経過するなかで、浸透し拡大してきていると言えよう。
それは、例えば、著者が研究滞在していた台南市の 2015 年 1 月 21 日現在の
社区名録に掲載されている団体数は、197 を超えていることから伺える。し
かし、その 8 割が社区発展協会で占められている（2015 年 1 月 21 日現在）。
このうち「台南市新故郷社区営造點計画」補助に申請する団体は毎年 100 団
体程度であるという。
　このような実態の中で、行政院文化建設委員会が提起した「社区総体営造」
の政策理念とした「下から上へ」の住民参加方式による自主的運営による社
区営造は実現していると言えるのか。もちろん、自発的な活動を展開してい
る社区発展協会も存在する。筆者が訪問した 2 つの社区発展協会は、高齢者
の見守り活動や景観形成活動が活発に行われていた。それらの社区営造活動
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には、いずれも外部の専門家や集団が関与していた。ここに「社区規劃師」
の存在意義がある。「社区規劃師」は、社区と結合することによって住民参
加に基づく社区総体営造を確実にする存在である。また、培訓（養成）課程
施策は、台北市の青年社区規劃師培訓課程修了者が 1000 人を数えているこ
とからもその実績が評価される。しかし、人材養成システムも改変されてお
り、その動向を注視していきたい。
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